
令和3年度予算額 50億円(40億円）
令和2年度3次補正予算額 80億円

〇この補助金は、PPA活用など再エネ価格低減等を通じた地域の再エネ主力化・レジリエンス強化促進事業のうち、

再エネの価格低減に向けた新手法による再エネ導入事業です。（執行団体は環境技術普及促進協会）

●補助率：3分の1、補助上限：1億円

●公募開始：1次公募：5月14日～6月10日、2次公募：6月17日～7月12日、3次公募：7月16日～8月10日

●事業期間：単年度、2年度

●対象施設：民間企業、独立行政法人、都道府県・市町村・特別区及び地方公共団体の組合

●要件：建物屋根上や空き地以外の場所を活用したソーラーカーポート等の自家消費型の太陽光発電設備や蓄電池の導入

●要件：平時において導入場所の敷地内で一定割合（50％以上）の自家消費が可能

●要件：10kW未満：30.08万円／kW、10-50kW：23.82万円／kW、50kW以上：19.80万円／kWを下回るもの

●要件：パワーコンディショナの出力合計が 5kW 以上。

●要件：積載率（太陽光発電モジュール容量÷パワーコンディショナの最大定格出力）が1 以上

●要件：固定価格買取制度（FIT）を行わず、 FIP（Feed in Premium）制度の認定を取得しないもの

●採択：7月下旬～9月中旬

●実績報告：事業終了から30日以内または2月10日いずれか早い日。

●対象経費：太陽光発電一体・搭載型カーポート（太陽光発電モジュール、架台、カーポート、基礎、接続箱、 パワコン、配線）

●対象経費：水上太陽光（太陽光発電モジュール、架台、フロート、ブリッジ、接続箱、パワコン、配線）

●対象経費：蓄電池（業務用）：工事費込み21万円/kWh・蓄電池（家庭用）：工事費込み16.5万円/kWh

●対象外経費：用地の確保、建屋の建設、モニター、気象計、交流集電気、撤去費、処分費、諸経費、消費税など

●補助対象設備一部
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【申請支援者】
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省エネ化を指示

●提案書作成・申請書作成
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